
 

 

 

 

 

 

 

◆ ◇ ILO/IFCベターワーク計画  ◇ ◆ 

◆ ◇ (ILO/IFC  Better  Work  Programme) ◇ ◆ 
 

ILOは現在、「すべての人へのディーセント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事)」が達成されるよう活動しています。

ディーセント・ワーク国別計画を通じて各国レベルでこの目標が達成されるよう、政府に対して法整備、政策策定、計

画立案などに係わる支援を提供しているほか、訓練や情報 提供などを通じて労使にも直接働きかけています。こうい

った技術協力計画の中には、児童労働の撤廃に向けて幅広い支援を提供している児童労働撤廃国際計画(IPEC)、

資金助成・情報共有等を通じて革新的な小規模保険事業の育成・普及を支援している小規模保険イノベーショ

ン・ファシリティー、アフリカの協同組合運動の強化・育成を図っているアフリカ協同組合ファシリティー(CoopAfrica)、小

企業(WISE)や農家(WIND)などを対象に安価で実践的な労働安全衛生改善策の導入を指導している作業改善プ

ログラムなど、受益者に直接結びついた活動もあります。グローバル・サプライ・チェーン(国際供給網)を対象に実施さ

れているベターワーク(より良い仕事)計画もその一つです。 

 

I.ベターワーク計画とは 

 

カンボジアで実施されていたベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクトに想を得て2006年8 月に開始されたベター

ワーク計画は現在、アパレル産業を対象にハイチ、ヨルダン、レソト、ベトナムなど、複数の国で実施されています。世

界銀行グループに属する国際金融公社(IFC)とILOの共同事業であるこの計画は、ILOの中核的労働基準と国内労

働法を基礎とした労働基準が守られた作業環境の確保に向けて参加製造企業を支援することによって、グローバル・

サプライ・チェーンの競争力と労働条件の改善を図っています。 

 

市場インセンティブが計画の基礎を成しています。企業の労働基準遵守を促進する大きなインセンティブとして、市

場進出の機会と生産性向上が挙げられます。2000年から2008年にかけて、途上国の輸出高は高所得国の2倍の速

さで成長しました。この急速な貿易成長は、労働基準遵守状況の改善を図り、新規雇用を創出し、貧困を削減し、

民間部門の育成を図るチャンスを途上国に提供しています。 

 

消費国の側では近年、商品がまともな労働条件下で製造されていることを求める要請が高まり、企業は自社のサ

プライ・チェーンにおける社会規範や環境基準の遵守にますます敏感になってきています。国外から商品を買い付ける

国際バイヤーにとって、労働基準の重要性は決定的に高まりました。世界銀行が多国籍企業106社を対象に2003

年に行った調査でも、労働基準を、価格、品質、納期などと並ぶ重要な調達先決定規準に挙げる企業が61%に及

びました。国外の広大な市場への進出を希望している途上国の企業は、こういった遵守要件を満足することによって

成功の確率が高まります。従業員の満足度や労働条件の改善を通じた生産性の向上も期待できます。 

 

労働基準の遵守状況に問題があると、労働者は劣悪な労働条件、不確実な賃金、不安定雇用といった不利益

を被ります。国際バイヤーが基準遵守のみを主張して解決のための支援を提供してくれない場合、供給業者は契約

の機会を失います。貿易相手国から労働基準不遵守を理由とした制裁が科されると国家の輸出活動は制限されま

す。このように、国際供給網に関与する人々は労働基準の遵守がグローバル・ビジネス成功における鍵であることを認

識しています。しかし、途上国の多くでは、たとえILOの条約を批准し、勧告の実行を志していても、人員・予算の不足

などに起因する不十分な労働監督能力によって実際の適用における大きな課題に直面しています。企業による労働

法の理解も十分とは言えません。そこで、ベターワーク計画は、政府のみならずすべての利害関係者に、この問題を解

決する実際的な支援を提供しているのです。 

 

II.沿革：ベターファクトリーズからベターワークへ 

 

ベターワークの範となったILOのベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクト(より良いエ場カンボジア・プロジェクト)は、

2001年にカンボジアの輸出向けアパレル産業の労働条件改善を目指して開始されました。当初このプロジェクトは、

労働条件改善の見返りに市場参入機会を拡大するという米国とカンボジアとの間の貿易協定にリンクしていました。
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2004年に協定が失効した際、カンボジアの組合と使用者は政府と共に、このプロジェクトを自前の仕組みとする持続

可能性戦略を立案してくれるようILOに依頼しました。依頼に応え、ILOはIFCと手を組み、戦略を立案すると共に実

施にも乗り出しました。 

 

プロジェクトは、自社監査数の削減、アパレル産業の成長、雇用成長、多数のバイヤーの参加、企業レベルの能

力構築といった数々の成果を上げました。2004年の多角的繊維協定(MFA)撤廃により衣料品生産国の多くで売り

上げが激減しましたが、カンボジアは逆に、倫理的な調達先としてグローバル・サプライ・チェーンを通じた産業成長が

達成され、2000年に10万人規模であった衣料産業の就業者数は2008年に35万人にまで増加しました。今回の世

界金融・経済危機の際にも、基準の遵守度合いが高いエ場は一般に、危機に持ちこたえる力が高いことが示されて

います。 

 

プロジェクトの教訓と成功を基礎として2006年に誕生し、2007年から活動を開始しているベターワーク計画は、途上

国の供給業者が、労働基準の遵守をバイヤーから求められることが多い国際市場で競争できるよう支援しています。

2008年から始まった世界金融・経済危機にもかかわらず、ベターワークに対する支援は増大しています。これは、監査

疲れを減らすことによってコストを節減したいバイヤー側の意向と、不確実な市場への参加を維持するためにも競争力

のさらなる向上を図りたい下請け企業側のニーズが合致した結果と言えます。グローバル・サプライ・チェーンの資金力

が弱くなっている現在、この計画はますます時宜を得たものとなっています。 

 

IV.政労使その他利害関係者とのパートナーシップ 

 

ベターワーク計画は、世界銀行グループの中で民間部門への融資を担当しているIFCと労働分野における国連の

専門機関であるILOのそれぞれの強みを生かし、知見を持ち寄って展開している事業です。 

 

事業を成功させる一つのコツは、その設計及び実施に全ての関係者を関与させることです。国別計画   の設計作

業を円滑に運ぶため、ベターワーク計画は半年から1年にわたる参加型のプロセスを用いて、 社会的パートナーを計画

の立案に積極的に関与させています。実際に計画が始動した後は、国内の全て の活動は、当該国政府(通常労働

省及び通産省)と当該産業の地元労使団体代表の三者で構成されるプロジェクト諮問委員会(PAC)が監督し、事

業の実施には利害関係者が積極的に関わります。通常、バイヤーズ・フォーラムが現地に設けられ、年2回会合をもち

ます。グローバルレベルでもグローバル諮問委員会と国際バイヤーズ・フォーラムが設けられています。各種のサービスの

提供に際しては、非政府組織(NGO)や地元の研修機関とも協力しています。 

 

ベターワーク国別計画は、その国で実施されているILO及びIFCの既存の事業と密接に協力し、通常、国連の開発

援助枠組み(UNDAF)に組み込まれています。貧困削減戦略文書(PRSP)との活動調整も図られています。例えば、

ベトナムの国別計画はディーセント・ワーク国別計画の一部で あり、「一つの国連」計画にも寄与しています。 

 

4.1.ドナー 

 

ベターワーク計画は政府のみならず民間部門からも幅広い金銭的な支援を受けています。2007年2月以降に動員

された1,270万ドル中1,060万ドル以上が日本を含むドナー国政府の任意拠出金となっています。残りはILOとIFCのコ

アファンドです。計画参加企業からはサービス提供料をいただいていますが、それ以外に任意拠出を行っている民間企

業も複数あり、予算総額の2%近くをこのような民間資金が占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 
ベターワーク計画第1期ドナー一覧 

 

 
 

 

(注)ベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクトに対する2007-10年の期間の拠出金も含む 
 

 

 

 

 

 

 

 

フランス 

世界銀行 

1,659,190 

1,122,587 

ヨルダン 

カンボジア 

1,050,000 

730,287 

オランダ 

ニュージーランド 

計 

500,000 

144,188 

14,769,795 

ドナー 累積支援額(ドル) 

グローバル・プログラム 

オランダ 1,952,000 

スイス 

アイルランド 

400,000 

400,000 

日本 

米国評議会財団 

(リーバイ・ストラウス財団、ジョーンズ・アパレル・グループ、シアー
ズ・ホールディングス・グループ、ウォルマートからの拠出金を含む) 

138,000 

175,000 

国別計画に対する政府拠出金(注) 

米国 

IFCメコン・ファシリティー 

(オーストラリア、カナダ、欧州連合、フィンランド、アイルランド、日
本、ニュージーランド、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、スイス) 

4,098,543 

2,800,000 



 

 

 

4.1.使用者 

 

計画に参加する製造会社は厳しいエ場評価を受け、管理職向けの監督技能研修などの助言・研修サー   ビスを

通じて社内の問題点に取り組むことによって労働条件の改善に伴う従業員定着率の上昇、生産性の向上、グローバ

ル・サプライ・チェーン参加機会の拡大、高い評判といった利益を得ることができます。各企業は、STARシステムを用い

て、労働基準の遵守における自社の問題点を把握できると共に 改善状況を追跡できます。監査を求める個別バイ

ヤーをSTARシステムに誘導することによってエ場監査数を減らすことができます。政労使三者構成のプロジェクト諮問

委員会や労使同数で構成される社  内のパフォーマンス改善協議委員会を通じて、より効果的な労使関係の確立

も期待できます。 

 

4.2.労働者 

 

計画参加企業の労働者は、経営陣と労働者代表同数で構成される職場内のパフォーマンス改善協議委  員会

への参加を通じて、自社の労働基準遵守における問題点の解決に直接寄与することができます。三者構成のプロジ

ェクト諮問委員会への産業別または全国的労働組合の代表の参加は、社会対話を通じて産業全体の変化に積極

的に関与する機会を労働者に提供します。ベターワーク計画では、労働者が自らの権利及び責任についてより良く理

解できるよう、時にはTVドラマや漫画といった革新的な手法、教室またはエ場内における各職場に合わせた指導方法

を通じて助言・訓練サービスを提供しています。 

 

4.3.政府 

 

ある国で活動を展開するに当たり、ベターワーク計画はまず、当該国労働省と、政府の優先事項やニーズに合わせ

た合意書を締結します。これに基づき、例えば、労働監督官がベターワーク計画でオンザジョブ・トレーニングを受ける

などといった協力体制が整備されます。政府は、計画を立ち上げる際に、国際版の遵守状況評価ツールを国内労働

法に合わせて自国向けに作り替える作業を支援し、内容を承認します。計画が開始されてからは、プロジェクト諮問

委員会を通じて計画の運営に積極的に関与します。 

 

企業の評価はベターワーク計画が行いますが、法の執行は当然、政府の役割です。ベターワーク計画に関与するこ

とによって、政府は労働法の実際の適用に関する生の意見を労使から集めることができ、これは法の改正や明確化に

つながる可能性があります。この他にも、職場内協力の増大に伴う産業の安定化、労働基準の遵守率向上に伴う

外国投資誘致産業としてのアピール力上昇、倫理的調達先としての国際的な評判の拡大に伴う産業・雇用成長、

より正確な賃金支払いによる労働者とその家族の生計向上などの利益も期待できます。 

 

4.4.国際バイヤー 

 

国際バイヤーはベターワーク計画への参加によって倫理的な調達先を確保できると同時に、下請け企業の監査を

代行してもらうことによって経費を節減し、問題の解決に重点を置いた取り組みを行うことが可能になります。 

 

バイヤーは、以下のバイヤー原則の承認、バイヤーズ・フォーラムへの参加、国別の評価報告の購  読、特定エ場

向けのサービスに対する資金協力といった形でベターワーク計画に参加できます。2010年末現在、複数の日本企業を

含む45社の国際バイヤーが計画に参加しています。うち、アディダス、ギャップ、リーバイ・ストラウスなど22社がバイヤー

原則を承認しています。 
 

 

国際バイヤー原則 
 

1. バイヤーズ・フォーラムに常に出席すること。 
a. 可能な場合には基準遵守(コンプライアンス)部門と調達部門の代 



 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

バイヤーズ・フォーラムとは、途上国にサプライ・チェーンを有し、ベターワーク計画への参加を通じて、労働基準上の

課題に取り組む革新的な解決策に対する支援を約している企業のコミュニティーです。フォーラムは、多様なチャンネル

を用いて、これらの課題と解決策を確定し、検討する機会を国際バイヤーに提供します。フォーラムは国際レベルと各

国レベルの二つのレベルで開かれています。 

 

国際会議は毎年1回、欧州と米国で開かれ、国際バイヤーがベターワーク計画にフィードバックを提供する機会にな

ります。必要な場合には地域会議も開かれます。計画実施国で産業ごとに開かれる国内会議は、国別計画に情報

を提供すると同時に国内の利害関係者と交流する機会をバイヤーに提供します。 

 

 ベターワーク計画に資金協力しているバイヤーもあります。ギャップ、リーバイ・ストラウス財団、ナイキ、ウォルマートとい

った米国の大手4企業は、米国国際ビジネス評議会(USCIB)財団の管理する拠出金を通じてベターワーク計画のグ

ローバルな活動を支援しています。2009年11月に、この4 企業は、自社に製品を供給するエ場に直接影響する評

価・研修ツールの開発を支援する費用として85万ドルを共同で拠出することを発表しました。 

  

 個別国の活動を支援している企業もあります。例えば、リーバイ・ストラウス財団は、ベトナムのベターワーク計画にお

ける活動を直接補足するプロジェクトに7万5,000ドルを拠出しています。ILO労働者活動局が実行するこのパイロット・

プロジェクトは、政労使間の対話を強化すると共に、労働組合の役割や組合員としての権利及び責任に関する労働

者の理解の促進を図っています。ベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクトに対しても、アディダス、ギャップ、リーバイ・

ストラウス、シアーズ、ウォルマート、ウォルト・ディズニー・カンパニーが、プロジェクトに参加する自社の供給会社の訓練

計画費用を支援しています。監督技能訓練を含むこの活動は、エ場の操業や職場内協力の改善に   直接寄与し

ています。 

 

 企業ドナーは、寄付行為宣伝活動の制限、ILO労働者活動局及び使用者活動局による事前承認、ILO基本原

則の承認などを要件とするILOの官民パートナーシップ方針に従うことを求められています。 

III.ベターワーク計画の構造 

 

 基本的なベターワーク計画の仕組みは、製品供給国の製造エ場における、国際労働基準及び国内労働   法に

基づく労働基準の遵守状況を評価し、遵守が足りていない部分を明らかにし、問題点の解決に向けた自主的な取り

組みを支援する助言・訓練サービスを提供すると共に、オンライン情報管理システムを通じて取り組みの進展状況に

表を含むスタッフを国内会議に派遣 

b. 欧州または米国で年1回開かれるグローバルレベルのバイヤーズ・
フォーラムに意思決定権を持つ者を派遣 

c. メッセージや手法の一貫性確保に向け、本社と実働部門スタッフの 
間のコミュニケーションを確保 

 

2. 戦略的なモニタリングに積極的に努めること。 

a. ベターワーク計画の対象分野における企業監査を中止し、協力的な
改善計画の立案を支援することに努力を傾注すること 

b. STAR情報管理システムを経由した供給業者の基準遵守情報入手 
c. 基準遵守部門と調達部門間の内部的整合性に取り組むこと 

 

3. 企業に対する助言サービスや訓練における費用分担を含み、供給業者や代
理業者(該当する場合)のベターワーク計画への関与を積極的に する
こと。 

 

4. 改善プロセスに焦点を当てること。 

a. 供給業者が問題点の透明化を図り、ベターワークの改善計画に従っ
た有意の継続的な進展を示していることを条件として、基準不遵守 
を理由として注文を大きく減らしたり、切ったりしないよう約束す
ること(極めて重大な問題や全く許容できない問題の場合を除く) 

b. ベターワークによる単一の改善計画立案過程を支援し、積極的に利 
用すること 

c. 継続的な改善に関する供給業者及びベターワーク・チームとの積極 
的な協力関係を維持し、多くの場合、改善にはより長期的な取り組
みが必要な可能性を認めること 

d. 供給業者の施設における基準不遵守に影響している可能性がある社 
内の買い付け慣行の検討 



 

 

関する情報を製品輸入国のバイヤーと共有するというものです。計画全体を調整・統括するグローバル・レベルの活動

と個々の供給国別の活動に分けられ、少人数の専門家で構成されるグローバル・チームが各国で実施される活動を

サポートしています。 

 

 ILOとIFCの意思決定権を有する上級職員各2名で構成されるベターワーク・マネジメント・グループが計画の管理運

営を行い、ドナー国政府、労使団体、国際バイヤー、学者で構成される諮問委員会が計画の戦略や業務目標の方

向を導いています。 

 

 グローバル専門家チームは、計画の全体的な影響評価報告の作成、情報管理、活動調整、利害関係者  との連

絡、品質管理、資金動員、管理運営、政策助言などの業務を行い、計画の普及及び展開を支えて   います。また、

企業の労働基準適用や競争力改善の助けになるような実務ツールのグローバルなひな形を開発し、国別計画はこれ

をもとに、それぞれの国の事情に合わせたツールを開発しています。ツールには、利害関係者に資料や交流の場を提

供するオンライン・ポータル、国際労働基準と国内労働法に沿った標準的な遵守評価様式、モジュール式プログラム

やセミナーなどの研修資料、権利や責任といった事項を労働者に理解してもらうための革新的な訓練ツール、各種方

針や手続きのモデル、企業向け好事例ガイドなどが含まれます。 

 

 典型的な国別計画は、個別企業評価に加え、職場内協力を通じた企業の実際的な改善を支援する助   言・訓

練サービスと組み合わせて実施されます。現地採用の企業アドバイザーが企業を評価し、問題解決のための助言を

提供します。ただし、同じアドバイザーが同一企業に評価と助言の両方を行わないよう調整されています。採用された

アドバイザーにはまず、労働基準や衣料産業のサプライ・チェーンの仕組み、面接手法など、エ場視察評価に必要な

スキルを徹底的に教え込みます。 

 

 視察は常に予告なく行い、ベテランと新人の2名がペアで行動し、組み合わせは視察の度に変更します。遵守状況

における是正の必要が把握された場合、別のアドバイザーが当該企業におけるパフォーマンス改善協議委員会

(PICC)の設置、改善計画の立案・実行などを支援し、必要な訓練について助言します。職場内協力を通じた実際

的な改善が計画の柱であるため、協議委員会には労働者代表と経営   陣の両方が同人数ずつ参加します。視察

をもとに作成される各企業の基準遵守状況に関する評価報告書    と把握された問題点に対する取り組みの進捗

状況は、ベターワーク計画の情報管理システムであるSTAR(サプライチェーン評価・是正トラッキング)システムを通じて、

計画に参加するバイヤーとも共有されます。業界全体の遵守状況をまとめた総合報告書も年2回作成され、こちらは

一般に公表されます。 

 

 国際供給網を通じて国外から衣料品を購入していた先進国のバイヤーは、元々、製造国のガバナンスの弱さに鑑

み、自分たちで海外下請けエ場の労働条件を監査していました。個々のバイヤーが個別に行う監査は、複数のバイヤ

ーと契約しているエ場では別々の行動規範に基づいた監査が年数回に及び、努力の重複が見られました。ベトナムの

衣料産業に関する世界銀行の調査によれば、この重複監査コストは、労働者1人当たり年50ドルに達すると報告さ

れています。ベターワーク計画は、この取り組みを合理化するものとして、年1回行う監査を複数のバイヤーと共有しま

す。 

 

 計画の質と影響力についての評判が成功の是非を左右します。研修指導員と企業アドバイザーのスキルは決定的

な重要事項であり、ベターワーク計画では、修了認定付訓練計画、サポート・ネットワーク、インターネット上の好事例

共有スペースの開設などを通じて、スキルの保持と持続的な育成を支援しています。 

 

 効果を測るための厳格なモニタリング・評価システムも開発されており、これは米国タフツ大学の学際チームが主導し

ています。例えば、ベトナムでは2009年春から5年間にわたってベターワーク計画導入前後のホーチミン市地域に立地

する700社近くの衣料品エ場とその労働者の状況の変化を追跡調査しています。STARに蓄積された労働基準の遵

守状況、競争力、各種介入策の影響力などの幅広いデータは貴重な情報源を形成しています。共通の問題に対す

る解決策探求に向けた調査研究や訓練も行っており、既に児童労働、差別、労働安全衛生、契約・人的資源など、

幾つかの事項に関する取り組みのポイントをまとめた好事例シートなども作成されています。 

 

 国別計画に必要な資金はILOとIFCが協力して動員していますが、持続可能性と規模の拡大を目指し、資金協力

終了後も継続する持続可能で独立した組織となることを最終目標に、国別計画は、開始から5年以内に自己資金

で存立できることが期待されています。国別計画が自立して以降もグローバルレベルでベターワーク計画が品質を確保

していきます。 

V.ベターワーク国別計画 

 

 現在、ベターワーク国別計画は、カンボジア、ハイチ、ヨルダン、レソト、ベトナムでアパレル産業を対象として実施され



 

 

ています。それぞれの国で、対象エ場の労働条件が国内労働法及び国際労働基準に沿っているかどうかを監査し、

評価報告書を作成し、問題があった場合の解決策立案・実行を支援し、政府や国際バイヤーと協力して透明で厳

格な改善プロセスが進行するよう確保しています。この他に、インドネシア、レソト、ニカラグアで2010年に計画の導入

が決定され、実施に向けて動き出しています。バングラデシュとモロッコでも導入に向けたフィージビリティー調査が実施

されています。 

 

5.1.カンボジア 

 

 労働基準の遵守状況改善を衣料部門における市場開放を進める条件とした米国との貿易協定に関連し  て、

2001年にベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクトとして始まったカンボジアにおける事業は、2011年にベターワーク

計画に移行する予定です。カンボジアではプロジェクトへの参加が輸出認可を得る条件の一つになっているため、輸出

向け製品を製造している全エ場に当たる280社が対象となっており、対象労働者数は25万人に達しています。この8-

9割が女性です。現在、37社の国際バイヤーがプロジェクトに参加しています。 

 

 2001年のプロジェクト開始以来実施されたエ場評価件数は2,500件を上回り、基準遵守状況に関する総合報告

書は2010年6月発行分で既に24冊を数えています。最新の報告書では、世界経済危機の影響を  受けてエ場の閉

鎖は続いているものの2009年11月より雇用状況はわずかに上向いたことが記されています。基準不遵守が指摘され

た問題の上位10点中8点までを労働安全衛生と時間外労働に関するものが占めています。労働者の差別待遇、反

組合的差別待遇、正規労働者の最低賃金、出産休暇中の支払い、時間外労働の長さ及び頻度に対する制限な

どで前回の報告書より基準遵守の度合いが下がったものの、組合の設立、結社の自由の権利に対する干渉、ストラ

イキ件数、臨時労働者の最低賃金、有給疾病休暇の   整備、残業における任意性、個人保護具支給といった項

目では成績が上がっています。 

 

 衣料産業における重複監査のコストは労働者1人当たり年間50ドルに達していましたが、ベターファ  クトリーズ・カン

ボジア・プロジェクトの導入によって、このコストは年間1人当たり2ドル未満となり、業界全体の節減額は1年で1,400万

ドル近くに達しています。ベターファクトリーズ・カンボジ 

ア・プロジェクトの情報システムを利用し、自社監査を中止したバイヤーが輸出額全体に占める割合は 

7割近くになっています。 

 

 ベターファクトリーズ・カンボジア・プロジェクトの影響評価によれば、カンボジアの主要輸出国である米国に対する衣

料品輸出額は2001年から2008年の間に151%の成長を示し、第8位の供給国となりました。この間、16万人分以上の

新規雇用が創出され、アパレル産業の就業者数は2倍に膨れ上がりました。労働者の9割以上が賃金の3-5割を田

舎の家族に送金しており、貧しい農村世帯にとって貴重な収入源を提供しています。結社の自由に関するプロジェク

ト参加企業間の基準遵守率は14%から90%近くに上昇し、衣料産業労働者の組合加入率は2004年に27%でしたが、

2006年には43.1%に上昇しました。9割以上のエ場が正しい賃金と時間外割増率を支払っており、出産休暇や有給

年次休暇に関する基準遵守率も37%上昇しています。約5分の4のエ場で残業が自発的であることが確保されており、

有給疾病休暇制度も整備されています。労働安全衛生分野の基準遵守率も20%上昇しました。 

 

 また、労働基準の遵守状況を改善することによって企業成績が向上し、経済危機に対する抵抗力も増すことが示

されています。遵守状況の評価データを用いた分析から、適正な賃金支払い(54%減)、賃金に関する情報の提供

(30%減)、機械の安全性向上(49%減)、非常事態に対する準備態勢の構築 

(57%減)、通常労働時間と週休規定の尊重(68%減)により、エ場の閉鎖確率が低下することが示されています。 

 

5.2.ヨルダン 

 

 過去数年にわたり、改革、経済開放、国際市場への統合を進めてきたヨルダンで、アパレル産業は急成長し、今で

は合計輸出高の3割近くを占め、対米輸出額だけでも約7.5億ドル(2009年)を記録しています。就業者は4万3,000

人を超え、この3分の2近くが外国人労働者です。産業の成長により国内労働法及び国際労働基準の適用確保とい

う課題に直面した政府は、労働行政と労働基準遵守状況改善に向けた幅広い行動計画を立案しました。この計画

は、労働行政や労働監督業務の改善、社会対話の促進、人身取引対策、職場における平等原則の醸成、労使

団体の能力強化などといった事業で構成されています。労働基準の遵守状況と生産性向上を目指して2008年2月

に開始されたベターワーク計画はこの一画を構成し、企業レベルの活動に焦点を当てて他の取り組みを補足すると共

に労働者代表の能力と団体交渉力の構築を図っています。2010年第2四半期で12.2%と高い失業率に苦しむヨルダ

ンにとって、労働基準改善による就業率改善も目標の一つで、アパレル産業におけるディーセント・ワークの機会を拡

大することによって貧困削減を目指しています。 

  



 

 

 政府は衣料部門の全エ場約85社に計画への参加を求めていますが、2010年4月現在の参加企業は20社  です。

2009年12月に18エ場についての監査結果が初めてSTAR上に掲載され、2010年5月に、うち15 社の基準遵守状況

をまとめた初の総合報告書が公表されました。総合報告書によれば、発見された基準不遵守の65%が労働安全衛

生関連であり、その7割が寮の居住条件に関するものとされています。ベターワーク計画及び国際バイヤーの最大の懸

念事項として長時間労働と強制残業の問題が指摘されました。また、評価されたエ場の3分の2で労働者に夜間外

出禁止令を出しており、その約半分が門限を午後8時としていることから残業を考慮に入れると労働者がエ場及び寮

の敷地から出る機会がほとんどないのではないかとの懸念も示されました。さらに、ヨルダンの法が移民労働者の労働

組合結成・加入を禁止しているため、国内法に従っているエ場はすべて、自動的に結社の自由に関する国際労働基

準に違反していることになります。 

 

 ヨルダンは、衣料部門に続き、グローバル・サプライ・チェーンに寄与する他の労働集約型産業にもこの計画を広げる

ことを考えています。 

 

5.3.ハイチ 

 

 昨年の震災前人口950万人のハイチは、西半球で2番目に人口密度が高い国、そして最も貧しい国と  して知られ

ています。人口の78%が1日1人当たり2ドルの貧困線以下で暮らし、政治の安定性はもろ    く、不完全就業が就業

者全体の6割近くに達していると推計されます。2004年から国連ハイチ安定化ミッション(MINUSTAH)が安全面を監督

しており、地元警察に訓練を提供しています。2008年の首相解任後の新政権確立の歩みはのろく困難な道のりにな

っています。 

 

 こういった社会、経済、政治面における脆弱性に取り組むには国民の所得創出機会の拡大に緊急に注力すること

が要請されます。24社近くのエ場からなり、就業者数は同国のフォーマル・セクターで働く就業者全体の8%近くに相当

する約2万6,000人(うち73%が女性)に及ぶ衣料品組立部門が成長と雇用の原動力となる可能性を秘めていると見ら

れました。そこで、米国議会は2008年に承認した「パートナーシップ  を通じたハイチの西半球における機会法(HOPE  

II)」を通じて、繊維、アパレル、その他の商品の免税待遇期間を2018年まで延長することによってこの産業拡大努力

を支援する取り組みを開始しました。法の適用条件の一つが労働基準の遵守です。そこで、アパレル産業の基準遵

守努力を支援するものとして2009年1月からハイチでベターワーク計画が開始されました。 

 

 2010年1月12日にハイチで起こった大地震を受け、米国議会はハイチ経済浮揚計画(HELP)法を成立させ、免税

措置をさらなる繊維・アパレル製品に広げると同時に既存の特恵待遇を2020年まで続け  ることを決めました。首都ポ

ルトープランス周辺で操業していたベターワーク計画参加企業の大半がそ  の後の余震も含めて地震の被害をほとん

ど受けませんでしたが、23社中7エ場が被害を受け、うち1エ  場はほとんど全壊しました。しかし、すべてのエ場が2010

年3月までに完全にではないにせよ、操業を再開しました。 

 

 2010年7月に出された基準遵守状況に関する初の総合報告書は、21のエ場(うち4社がその後閉鎖) を対象として

おり、基準不遵守が最も高い分野は労働条件に関する国内労働法と中核的労働基準の一部  であることを示して

います。強制労働や児童労働はほとんどあるいはまったく見られなかったものの、性や宗教・政治的見解に基づく差別

は多く見られました。結社の自由と団体交渉は特に大きな課題とされ、労働組合が存在し、団体交渉に基づく協約

が機能しているエ場はハイチの衣料産業の中では1ヵ所だけであることが示されています。労働条件面では、労働安全

衛生と労働時間に関する項目で基準不遵守が最も多く報告されています。特に、労働者保護、衛生サービスと救急

設備、化学物質及び危険有害物質、通常労働時間の項目では、すべてのエ場が何らかの点で基準に従っていませ

んでした。この結果を受けて、ベターワーク計画では2010年9月に計画参加エ場を対象とした労働安全衛生に関する

セミナーを開催しました。 

 

5.4.ベトナム 

 

 2009年6月に事業を開始したベトナムでは、まずホーチミン市とその周辺地域に焦点を当てています。同国の計画は

当面5年間の計画として導入され、5年後に独立して機能できるよう持続可能な手法を開発することを目指していま

す。最初の2年間でホーチミン市周辺の63エ場約15万人、5年間で700 エ場最大70万人の労働者の状況改善を図

ることを計画しています。衣料産業の労働者の8割が女性です。 

 

 2010年8月に発表された基準の遵守状況に関する初の総合報告書は、32のエ場を監査した結果をまとめています。

児童労働、強制労働、通常の賃金支払いなどでは特に問題は見当たらなかったものの、ほ    とんどのエ場で時間外

労働の法定上限を超えて労働者を働かせており、1ヵ月につき4日間の休日を与えていないエ場も多いことが明らかに

なりました。基準不遵守が最も多く見られた分野の一つは労働安全衛生で、適正なラベル表示の欠如、化学物質



 

 

や危険有害物質に関する保管及び従業員訓練、労働者保護、福利施設などで問題が指摘されました。結社の自

由と団体交渉権についても基準不遵守が見られましたが、これは一部にはベトナム法の下では団結権やスト権は認

められているものの、自ら選択した団体への加入やその設立を許しておらず、企業内組合はベトナム労働総連合

(VGCL)の承認を得て、 

VGCLに加盟しなくてはならないという点にあります。また、企業別組合の大多数で役員が経営陣に属していました。 

 

5.5.レソト 

 

 2010年12月2日にベターワーク計画が始動したばかりのレソトは、国連開発計画(UNDP)の人間開発指数で169ヵ

国中141位(2010年)に位置する世界で最も貧しい国の一つです。フォーマル・セクター就業人口の半分近くを占めるア

パレル産業は同国最大の雇用創出源です。2009年末でアパレルエ場の従業員は4万人を超え、これは製造業全体

の約8割に相当します。この労働力の85%を女性が占め、ある調査によれば、従業員の43%がHIV(エイズウイルス)感染

者であるとされます。 

 

 レソトの最大の衣料品輸出市場は米国で、輸出額は3億4,000万ドル(2008年)に達しています。市場の一国依存

は高いリスクをはらんでいるため、産業の将来性を確保するためには、垂直統合の改善、   市場の多様化、生産性

向上、労働・環境基準遵守度合いの改善などといった多岐にわたる取り組みが必要とされました。レソトのベターワー

ク計画は、ディーセント・ワーク国別計画の一部として実施さ れ、輸出向け商品を扱う全エ場40社を対象に、労働・

雇用省及び労使団体が実施する他の事業とも協力して展開されます。 

 

5.6.ニカラグア 

 

 2010年に開始が決定され、2011年初めに動き始める予定のニカラグアにおけるベターワーク計画は、まず衣料産業

に焦点を当て、70エ場の5万人の労働者に到達することを目標としています。衣料部門の労働者の63%が女性です。

同国の計画に対しては米国労働省が資金協力を行います。 

 

5.7.インドネシア 

 

 2010年にベターワーク計画への参加を決定したインドネシアの事業は、まずジャカルタ首都圏のアパレル産業に焦点

を当てますが、バンドンやスマランといった他の地域、他の産業への拡大も計画されています。5年間で350エ場20万人

の労働者に到達することを目標としています。アパレル部門の労働者の85%近くが女性です。同国のベターワーク計画

には、オーストラリア政府から最初の2年間について 

217万オーストラリアドルが拠出されることとなっています。 

VI.ベターワーク計画の今後 

 

 ILOとIFCは2009年5月11日に、ベターワーク計画の規模拡大に関する新たな協力協定を締結しました。計画第1

期には、ヨルダン、ベトナム、ハイチで衣料産業を対象とした活動が行われましたが、2009年7月からの3年間にわたる

第2期にはアパレル産業向けの活動を拡充しつつも8割に減らし、残りの2割で対象産業の多様化と、労働基準遵守

の向上に向けた各種ツールの普及を図ることを決定しました。既に活動が開始または開始決定されている上記7ヵ国

に加え、さらに6ヵ国でアパレル産業を対象とした活動を行うことが計画されています。中国、バングラデシュ、パキスタン、

インド、モロッコなど、主要アパレル生産国が参加候補国リストに含まれています。カンボジアでは、サービスの対象に環

境問題も含む案が検討されており、成功すればグローバル・レベルで取り入れられることになります。 

 

 観光業、電子産業、アグリビジネス、漁業及び水産加エ業、船舶解体業などの新しい部門への拡大も検討されて

おり、調査研究、当初対象範囲の確定、国際的な利害関係者との協議が進められています。 

 

 ますます高まる支援要請に全て応えることは不可能なため、ツールやパイロット的な手法の体系的な適応を確保し、

品質保証プログラムを伴ってその使用を認定していくことが計画第2期の優先事項の一つとなっており、これはILOの国

際研修センターと協力して実施されています。 

 

VII.官民パートナーシップ 

 

 2006年の第95回ILO総会で行われた、技術協力におけるILOの役割に関する一般討議の結論で は、官民パート

ナーシップが資金源として秘める潜在力が指摘され、ILOの価値原則に従ってそのような資金を利用するために、理事

会はパートナーシップの規準と明確な指針を設け、実行を監視するよう求められました。さらに、技術協力のためのパー

トナーシップにおいて、生産的でディーセントな仕事の創出に係わる民間企業の知見と貢献、そしてディーセント・ワー



 

 

クの促進に係わる労働組合の重要な役割を活用すべきことも求められました。 

 

 2008年の第97回ILO総会で採択された「公正なグローバル化のための社会正義に関するILO宣 言」も、ILOの実働

計画・活動の効果を高めるために国家以外の活動主体及び経済主体と新たなパートナーシップを育むことをILOに求

めています。 

 

 これらの文書及び理事会における審議を受け、ILO事務局は官民パートナーシップにかかわる事務局の活動に適用

されるべき実務指針を2009年7月に発表しました。この指針に基づき、官民パートナーシップは、以下の8要素を指導

原則として進められていますが、ベターワーク計画に資金協力を行う民間企業もこの指針に従うことを求められていま

す。 

 

a. ILOの価値原則への合致 

b. ディーセント・ワークをすべての人へというディーセント・ワーク課題の促進 

c. ILOの基本原則である政労使三者構成原則の育成 

d. 男女平等の促進 

e. 説明責任(アカウンタビリティー)の確保 

f. 持続可能性の構築 

g. 中立性の保障 

h. 特恵待遇や活動支持を行わないことの確保 

 

 官民パートナーシップは、「民間の活動主体及び国家以外の活動主体を含む1または複数のパートナーとILOとの間

の、相互に関心のある協力的な活動の遂行を目的とする自発的かつ協力的な関係」と定義され、資金協力・現物

供与、プロジェクトその他の活動の共同開発・共同実施、会議その他のイベ   ントの共催、キャンペーンや広報提言

活動における協力、人事交流、共同出版・調査研究事業、知見・ 情報の交換・蓄積など、様々な形態を取ること

が想定されています。パートナーシップの例としては、ベターワーク計画のほかにも、国際サッカー連盟(FIFA)と協力して

の反児童労働広報キャンペーン、革新的な小規模保険事業の助成に向けたビル・アンド・メリンダ・ゲイツ財団による

寄付、タイヤメーカーのミシュラン社との間で行われた人事交流、スワジランドのスーパーチェーン店スーパースパーの職

場内HIV/エイズ取り組み計画の共同立案・実施などが挙げられます。 

 

VIII.企業に対する支援 

 

 ディーセント・ワークの実現に向けて企業に直接提供されるサービスは他にもあります。ILO事務局内で使用者側の

窓口となっている使用者活動局では、能力構築など使用者団体に向けたサービスに加え、個々の企業で活用できる

ツールや情報なども提供しています。最近発行された実務的なツールには、仕事と家庭的責任の両立や高齢化に関

する研修パッケージ、ILOの基準関連活動、若年雇用や児童労働に関する使用者向けガイドなどがあります。企業

の障害事項取り組み事例集、世界経済危機に対する使用者団体の対応などといった情報資料も多数発行されて

います。 

 

 また、1977年11月の第204回ILO理事会で採択された「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」は、

企業の社会的責任(CSR)に係わるILOの活動の基準となる文書です。宣言の普及・適用活動を担当しているILO多

国籍企業計画は最近、国際労働基準の適用に係わる具体的な問題について、企業及び労働者からの問い合わせ

に応じるヘルプデスクを開設しました。この企業向けILO国際労働基準ヘルプデスクのウェブページでは、団体交渉、差

別・平等、労働安全衛生、雇用保障、賃金、労働時間などのテーマ別Q&A集や企業の社会的責任(CSR)資料ガ

イドなど、国際労働基準の適用に役立つ様々な情報が入手できます。 

 


